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�愛媛県告示第４３号
次の診療所は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８

号）第１条第１項の規定による救急診療所でなくなった。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名

田坂外科医院 新居浜市北内町一丁目２番７号 田坂 理

�愛媛県告示第４４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２１年１月１３日

発 行 愛 媛 県
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告 示

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

ＳＨＵＮ心療クリニック 松山市朝生田町一丁目４番１４号 馬場俊一 精神通院医療 平成２１年
１月１日

今治おかもと薬局 今治市南高下町三丁目２番１０号 有限会社岡本薬局 精神通院医療
（薬局）

平成２１年
１月１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

今治おかもと薬局 今治市南高下町三丁目２番１０号 有限会社岡本薬局 薬局 平成２１年
１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２０３０号 平成２１年１月１３日

平成２１年１月１３日火曜日 第２０３０号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第４７号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第６４条第１項の規定

に基づき、指定自立支援医療機関の所在地を変更した旨の届出があ

った。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

中萩薬局 新居浜市中萩町２番
１号

新居浜市中萩町２番
３号

平成２１年
１月１日

�������
�愛媛県告示第５１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づき、

平成２０年１２月２６日、中予山岳地域森林計画を立てた。

中予山岳地域森林計画に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

中予地方局産業経済部久万高原森林林業課において公衆の縦覧に供

する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

平成２０年１２月２６日、東予地域森林計画を変更した。

東予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

東予地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５０号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

国立大学法人愛媛大学医学部附属病院 東温市志津川 国立大学法人愛媛大学
免疫に関する医療
（育成医療・更正
医療）

平成１９年
４月１日

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 愛 媛 労 災 病 院 森 脇 伸二郎 新居浜市南小松原町１３－２７ 平成
２１年１月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

武 田 定 典 社会福祉法人恩賜財団済生会
今治病院 今治市喜田村７－１－６ 武 田 脳 神 経 外 科 今治市南高下町３－８１６－４ 平成２０年

１２月１５日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 辞退年月日

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 財団法人積善会附属

十全総合病院 宋 碵 注 新居浜市北新町１－５ 平成
２０年１１月３０日

視 覚 障 害 眼 科 鈴 木 眼 科 鈴 木 厚 新居浜市庄内町１－８－３０ 平成
２０年１２月３日

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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�愛媛県告示第５３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

平成２０年１２月２６日、今治松山地域森林計画を変更した。

今治松山地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、東予地方局産業経済部今治支局森林林業課及び中予地方局産

業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

平成２０年１２月２６日、肱川地域森林計画を変更した。

肱川地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

南予地方局産業経済部八幡浜支局森林林業課において公衆の縦覧に

供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

平成２０年１２月２６日、南予地域森林計画を変更した。

南予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

南予地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、松山地方法務局長から次のとおり公共

測量が終了した旨の通知があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（基準点設置作業）

２ 作業期間 平成２０年１０月７日から

平成２０年１２月１５日まで

３ 作業地域 松山市高岡町

�������
�愛媛県告示第５７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第６項において準用

する同条第１項の規定に基づき、次のように都市計画区域を変更す

る。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画区域の名称

新居浜都市計画区域

西条都市計画区域

（東予広域都市計画区域を二の都市計画区域とし、新居浜都市計

画区域及び西条都市計画区域とする。）

２ 都市計画区域を変更する土地の区域

� 新たに都市計画区域に含まれる土地の区域

なし

� 都市計画区域から除外される土地の区域

なし

�������
�愛媛県告示第５８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第６項において準用

する同条第１項の規定に基づき、次のように都市計画区域を変更す

る。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画区域の名称

大洲都市計画区域

（大洲都市計画区域及び長浜都市計画区域を一の都市計画区域と

し、大洲都市計画区域とする。）

２ 都市計画区域を変更する土地の区域

� 新たに都市計画区域に含まれる土地の区域

なし

� 都市計画区域から除外される土地の区域

なし

�������
�愛媛県告示第５９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

新居浜都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

新居浜都市計画区域

�������
�愛媛県告示第６０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

西条都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

西条都市計画区域

�������
�愛媛県告示第６１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

大洲都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

大洲都市計画区域

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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�愛媛県告示第６２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画区域
東予臨港地区

新居浜都市計画区域
東予臨港地区

東予広域都市計画区域
新居浜臨港地区

新居浜都市計画区域
新居浜臨港地区

�������
�愛媛県告示第６３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画区域
東予臨港地区

西条都市計画区域
東予臨港地区

�������
�愛媛県告示第６４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画道路
３・２・１新居浜駅港町線

新居浜都市計画道路
３・２・１新居浜駅港町線

東予広域都市計画道路
３・２・２安井船木線

新居浜都市計画道路
３・２・２新居浜バイパス線

東予広域都市計画道路
３・４・３駅前滝の宮線

新居浜都市計画道路
３・４・３駅前滝の宮線

東予広域都市計画道路
３・４・４西町中村線

新居浜都市計画道路
３・４・４西町中村線

東予広域都市計画道路
３・４・５船屋阿島線

新居浜都市計画道路
３・４・５磯浦阿島線

東予広域都市計画道路
３・４・６駅前郷線

新居浜都市計画道路
３・４・６駅前郷線

東予広域都市計画道路
３・４・９郷桧の端線

新居浜都市計画道路
３・４・９郷桧の端線

東予広域都市計画道路
３・５・１４磯浦新田線

新居浜都市計画道路
３・５・１４磯浦新田線

東予広域都市計画道路
３・５・１６河内町港町線

新居浜都市計画道路
３・５・１６河内町港町線

東予広域都市計画道路
３・６・１８高木中筋線

新居浜都市計画道路
３・６・１８高木中筋線

東予広域都市計画道路
３・６・２１港町松神子線

新居浜都市計画道路
３・６・２１港町松神子線

�������
�愛媛県告示第６５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画公園
５・５・２山根公園

新居浜都市計画公園
５・５・１山根公園

東予広域都市計画公園
７・７・１滝の宮公園

新居浜都市計画公園
７・７・１滝の宮公園

�������
�愛媛県告示第６６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画緑地
１国領川緑地

新居浜都市計画緑地
１国領川緑地

�������
�愛媛県告示第６７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画一団地の官公庁
施設
新居浜一団地の官公庁施設

新居浜都市計画一団地の官公庁施
設
新居浜一団地の官公庁施設

�������
�愛媛県告示第６８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称
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変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画道路
３・２・２安井船木線

西条都市計画道路
３・３・１安井飯岡線

東予広域都市計画道路
３・４・５船屋阿島線

西条都市計画道路
３・３・２船屋磯浦線

東予広域都市計画道路
３・４・２８西条駅前朔日市線

西条都市計画道路
３・４・３西条駅前朔日市線

東予広域都市計画道路
３・４・２９古川玉津橋線

西条都市計画道路
３・４・４古川玉津橋線

東予広域都市計画道路
３・５・３２国道西条港線

西条都市計画道路
３・５・７国道西条港線

東予広域都市計画道路
３・５・３５加茂川大橋福武線

西条都市計画道路
３・５・１０加茂川大橋福武線

東予広域都市計画道路
３・５・３６古川樋之口線

西条都市計画道路
３・５・１１古川樋之口線

東予広域都市計画道路
３・２・３８壬生川氷見線

西条都市計画道路
３・２・１３壬生川氷見線

東予広域都市計画道路
３・４・４２東予港丹原線

西条都市計画道路
３・４・１７東予港丹原線

東予広域都市計画道路
３・４・４４壬生川駅福王院線

西条都市計画道路
３・４・１９壬生川駅福王院線

東予広域都市計画道路
３・４・４８今井北田野線

西条都市計画道路
３・４・２３今井北田野線

東予広域都市計画道路
３・４・４９妙口氷見線

西条都市計画道路
３・４・２４妙口氷見線

東予広域都市計画道路
３・４・５０北川南川線

西条都市計画道路
３・４・２５北川南川線

�������
�愛媛県告示第６９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

東予広域都市計画公園
５・５・３小松中央公園

西条都市計画公園
５・５・２小松中央公園

東予広域都市計画公園
６・５・１西条運動公園

西条都市計画公園
６・５・３西条運動公園

東予広域都市計画公園
６・５・２東予運動公園

西条都市計画公園
６・５・４東予運動公園

�������
�愛媛県告示第７０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市大生院土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２１年１月１３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第７１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県松山保健所及び

松前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県松山保健所長 山 本 しげ子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

東レ株式会社

東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号

代表取締役社長 榊原 定征

２ 事業場の名称及び所在地

東レ株式会社愛媛工場

伊予郡松前町大字筒井１５１５番地

３ 特定施設に関する事項

� 紡糸機（Ｓ－１０Ｍ／Ｃ）

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２１号 イ 湿式紡糸施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１０．５トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年４月１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２１年４月１５日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２２９，０００

最大 ２２９，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，７００

最大 １，７００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６４．５

最大 １００．６

� 表面処理施設 Ｎｏ．１（Ｃ－１０ｍ／ｃ）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２１号 ロ 未精錬繊維の
薬液処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３．３トン処理
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工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２１年７月１５日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年１２月１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年２月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３．８～８．０

最大 １．２～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４９０

最大 ４９０

� ＤＭＦ回収施設

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２１号 ハ 原料回収施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８１．６立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後３週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ７．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６

最大 １８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３

最大 ４９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２３

最大 １３８

� 脱硫装置（西地区）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６３号の３ 廃ガス洗浄施
設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり廃ガス１８４，０００ノルマル立
方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年１１月３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２１年１２月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ６．０～７．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，０００

最大 ２，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２０

最大 １２０

� 紡糸機 （Ｓ－７ｍ／ｃ（Ｓ－７Ａ））

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２１号 イ 湿式紡糸施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１７トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後３週間
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使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４４

最大 １４４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４９９

最大 ５４７

� 紡糸機 （Ｓ－７ｍ／ｃ（Ｓ－７Ｂ））

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２１号 イ 湿式紡糸施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１７トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後３週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４４

最大 １４４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４９９

最大 ５４７

� №８系列アセチル化缶

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３３号 イ 縮合反応施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４．８トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後４週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 断続（９時間サイクル）

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２３時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３～４

最大 ４

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８８，０００

最大 ９０，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 ５．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．４

最大 ３．５

� №８系列重合缶

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３３号 イ 縮合反応施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４．８トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後４週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 断続（９時間サイクル）
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特定施設の１日当たりの使用
時間 ２３時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 反 応 留 出 液 反応蒸気凝縮液

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３～４

最大 ４

通常 ６．５～７．５

最大 ６．５～７．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４０，０００

最大 １４８，０００

通常 １，８００

最大 ２，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ５００

通常 ２０

最大 ６００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 ３

最大 ５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 ０．７１

最大 ０．７１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．３

最大 ０．４

通常 １．５

最大 １．７

� ろ過施設 （凝集ろ過施設）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６４号の２ ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力
№１ １時間当たり１００立方メートル処
理
№２～５ １時間当たり８０立方メートル
処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後３週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７

最大 ６．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，５００

最大 ２，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８５

最大 ７７０

参考：５基あり（常時２基運転、予備３基）

� ろ過施設（海水ろ過施設）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６４号の２ ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後３週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８

最大 ７．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ２０

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 東地区ＡＳＭ処理施設

設 置 年 月 日 昭和５１年３月３１日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理
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処 理 施 設 の 型 式 ―

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦９０メートル 横１００メートル
高さ ４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～９．０

最大 ５．０～１１．０

通常 ６．０～８．５

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７８０

最大 ８４０

通常 １５５

最大 １６５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 １３５

通常 ６３

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４５

最大 ６２０

通常 ３０

最大 １２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ５０

通常 ５

最大 １５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，８７８

最大 ２，０００

通常 １，８７８

最大 ２，０００

� 西地区回収留出液排水処理設備

設 置 年 月 日 平成１８年９月１５日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 ―

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート及び鉄骨＋ＡＬＣ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２２．３メートル 横１５．７メートル
高さ８．７５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３５１立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 浸漬型平膜分離活性汚泥方式＋活性炭吸
着処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～１１．０

最大 ７．０～１１．０

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３７

最大 ６５

通常 ２０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ２３

通常 １８

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９

最大 ６０

通常 ４９

最大 ４９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

通常 ３．２

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９３

最大 ３５１

通常 ２９３

最大 ３５１

� 西地区表面処理液排水処理設備②

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２１年７月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年１２月１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年２月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 ―

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート、ＰＶＣ及びＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１０．５メートル 横９．０メートル
高さ６．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，２００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．８～８．０

最大 １．２～１０．０

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７
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汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．８～８．０

最大 １．２～１０．０

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ２０．０

通常 ３．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

通常 １．０

最大 ５．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

通常 ２．４

最大 ２．４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４９０

最大 ４９０

通常 ４９０

最大 ４９０

� 西地区脱硫装置排水処理設備

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに着工

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年１１月３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２１年１２月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理及び化学処理

処 理 施 設 の 型 式 ―

処 理 施 設 の 構 造 ＳＳ４００製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径９５０ミリメートル
高さ２，９２９ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１２０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸化・凝集、ろ過及び中和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．６

最大 ６．０～８．６

通常 ６．０～８．６

最大 ６．０～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００～２，０００

最大 １，０００～２，０００

通常 １０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０～５，０００

最大 ５０～５，０００

通常 ２０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２０

通常 ５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２０

最大 １２０

通常 １２０

最大 １２０

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 第１排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．６

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．７

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８７

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９８，５５２

最大 １３０，４４９

� 第２排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．１

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ４．８

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６１

最大 ３
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汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０，０００

最大 ３８，０００

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

�������
�愛媛県告示第７２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県松山保健所及び

松前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県松山保健所長 山本 しげ子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ＪＡえひめフレッシュフーズ株式会社

伊予郡松前町大字徳丸字五屋敷７７１－１８

代表取締役 高橋 勉

２ 事業場の名称及び所在地

ＪＡえひめフレッシュフーズ株式会社鶏卵センター

伊予郡松前町大字徳丸字五屋敷７７１－１８

３ 特定施設に関する事項

湯煮施設（温泉たまご調理機）

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第２号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１，２６０個処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後の翌日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 約８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ３

４ 汚水等の処理施設に関する事項

汚水処理施設

設 置 年 月 日 昭和６０年２月２０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 カネカ式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１９．８メートル 横３０メートル
高さ６．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３５０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥法＋凝集沈殿＋砂ろ過

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５００

最大 ６００

通常 １０以下

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 ５以下

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 １００

通常 ５以下

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

通常 ４以下

最大 ６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７０

最大 １９０

通常 １７０

最大 １９０

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

Ｎｏ．１排水口

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０以下

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５以下

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５以下

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４以下

最大 ６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７０

最大 １９０

（備考）この他に雨水排水口が４ヶ所ある。

�������
�愛媛県告示第７３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県松山保健所及び松前町役場において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県松山保健所長 山 本 しげ子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

東レ株式会社

東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号

代表取締役社長 榊原 定征

２ 事業場の名称及び所在地

東レ株式会社愛媛工場

伊予郡松前町大字筒井１５１５番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２１

号イ、ロ及びハ、第３３号イ、第３７号イ、第６３号の３、並びに第６４

号の２イ及びロ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造及び使用方法、汚水等の汚染状態及び量並びに

排出水の汚染状態の変更

５ 特定施設に関する事項

� 第２１号イ Ｓ－２ｍ／ｃ湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦１．９６９メートル
横２．６５メートル
高さ０．５６メートル

縦１．９７メートル
横６．４メートル
高さ１．０７５メートル

特 定 施 設 の 能 力 － １日当たり２．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原料：
１，４４０キログラム、ジ
メチルスルホキサイ
ト：７，６７０キログラム

ジメチルスルホキシ
ド：６．６立方メート
ル、水：２２．８立方メ
ートル、その他：０．
２４立方メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５００

通常 １４４

最大 １４４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 なし

最大 なし

通常 １８．７

最大 ２９．４

� 第２１号イ Ｓ－３ｍ／ｃ湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦４．９メートル
横１．３５メートル
高さ０．３６５メートル

縦 ４メートル
横４．９メートル
高さ０．２４メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり６．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原液：
５，８００キログラム、ジ
メチルスルホキシド
：２１，０００キログラム

ジメチルスルホキシ
ド：３２．５立方メート
ル、水：２５．４立方メ
ートル、アクリロニ
トリル：０．６立方メー
トル、その他：０．６立
方メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 －

最大 －

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 －

最大 －

通常 ２２９

最大 ２２９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．７

最大 １．７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 なし

最大 なし

通常 ３９．８

最大 ５９．１

� 第２１号イ Ｓ－４ｍ／ｃ湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦４．２０６メートル
横 ５メートル
高さ０．２４メートル

縦６．５１５メートル
横５．１３９メートル
高さ０．２７５メートル

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり７．２トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原液：７ト
ン、ジメチルスルホ
キシド：２９トン

ジメチルスルホキシ
ド：４０．１立方メート
ル、水：３１．１立方メ
ートル、アクリロニ
トリル：０．６立方メー
トル、その他：０．６立
方メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５００

通常 ２２９

最大 ２２９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．７

最大 １．７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ３６

通常 ４２．６

最大 ７２．４

� 第２１号イ Ｓ－５ｍ／ｃ湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦１．９７メートル
横１４．３メートル
高さ０．８７５メートル

縦１．９７メートル
横１２．８メートル
高さ１．０７５メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり８．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原液：５ト
ン、ジメチルスルホ
キシド：２０トン

ジメチルスルホキシ
ド：２１．５立方メート
ル、水：４７．０立方メ
ートル、その他：０．
６立方メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５００

通常 １４４

最大 １４４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ２５

通常 ４６

最大 ６９．１

� 第２１号イ Ｓ－６ｍ／ｃ湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦４．８メートル
横５．１メートル
高さ０．２４メートル

縦４．８メートル
横５．１４１メートル
高さ０．２４メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり３．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原液：８ト
ン、ジメチルスルホ
キシド：３１トン

ジメチルスルホキシ
ド：２８．８立方メート
ル、水：２４．６立方メ
ートル、アクリロニ
トリル：０．６立方メー
トル、その他：０．６立
方メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５００

通常 ２２９

最大 ２２９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．７

最大 １．７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ３９

通常 ４２．６

最大 ５４．６

� 第２１号イ №１系列湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１５トン １日当たり１．６トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原液：７０ト
ン、ジメチルスルホ
キシド：３５０キログラ
ム

ジメチルスルホキシ
ド：７．３立方メート
ル、水：７．５立方メー
トル、アクリロニト
リル：０．６立方メート
ル、その他：０．６立方
メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ７～８

最大 ７～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５００

通常 ２２９

最大 ２２９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 ３

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．７

最大 １．７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ５
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汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 なし

最大 なし

通常 １４．４

最大 １６

� 第２１号イ №８、９系列湿式紡糸機

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１５トン １日当たり２５トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

アクリル原液：７０ト
ン、ジメチルスルホ
キシド：３５０キログラ
ム

アクリル原液：６８ト
ン、ジメチルスルホ
キシド：３８トン

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ６．５

最大 ７．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５００

通常 ５０

最大 ５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 なし

最大 なし

通常 １６

最大 １８

� 第２１号ロ Ｇ－１ｍ／ｃ表面処理槽

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法 縦１．８メートル
横０．８メートル

縦０．７２８メートル
横３．０１メートル
高さ０．０５メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり０．２トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：１，３５０キログラ
ム、フッ素カリウム
：８．１キログラム、水
酸化カリウム：２．０キ
ログラム

水：２１，６００キログラ
ム、硫酸：０．１キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２．４

最大 １２．６

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ５０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．３５

最大 ２．００

通常 ２２

最大 ３２

� 第２１号ロ Ｇ－２ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦１．７５ートル
横３．７１４メートル
高さ０．０５メートル

縦１．７５メートル
横３．７メートル
高さ０．０５メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり０．２トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：１，３５０キログラ
ム、硫酸：３．３キログ
ラム

水：８６，４００キログラ
ム、硫酸：０．２キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．３５

最大 ２．００

通常 ８６

最大 １２８

� 第２１号ロ Ｃ－２ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦１．６５メートル
横０．９メートル
高さ０．０５メートル

縦１．７６メートル
横０．９メートル
高さ０．０５メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり０．６トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：１，３５０キログラ
ム、硫酸：３．３キログ
ラム

水：３８８，８００キログラ
ム、硫酸：０．７キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０
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りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．３５

最大 ２．００

通常 ３８９

最大 ５７５

� 第２１号ロ Ｃ－３ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法 ―
縦１．７３メートル
横０．９メートル
高さ０．０５メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり０．６トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量 ―

水：７２，０００キログラ
ム、硫酸：０．８キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 －

最大 －

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 －

最大 －

通常 ７２

最大 １０７

� 第２１号ロ Ｃ－４ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
縦２．１０６メートル
横１．０９メートル
高さ０．０５メートル

縦２．１０６メートル
横１．２１メートル
高さ０．０５メートル

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり１．２トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：２，７００キログラ
ム、硫酸：６．６キログ
ラム

水：４３２，０００キログラ
ム、硫酸：３．０キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．７

最大 ４．１

通常 ２１６

最大 ３２６

� 第２１号ロ Ｃ－５ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり０．７トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：２２５キログラム、
硫酸：０．６キログラム

水：８６，４００キログラ
ム、硫酸又は重炭酸
アンモニウム：１．０キ
ログラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

硫酸
重炭酸ア
ンモニウ
ム

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常
３～４
最大
１

通常
８．０
最大
１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常
５
最大
１０

通常
２．１
最大
１８．８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常
１
最大
５

通常
１．０
最大
３．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常
１０．０
最大
２０．０

通常
１０．０
最大
２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常
１．００
最大
３．００

通常
１．００
最大
３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．２３

最大 ０．３５

通常
８６
最大
１２８

通常
８６．４
最大
１２８

� 第２１号ロ Ｇ－３ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり１．５トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：１，０００キログラ
ム、硫酸：２．５キログ
ラム

水：８６，４００キログラ
ム、硫酸：１．５キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５
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窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．００

最大 １．４０

通常 ８６

最大 １２８

� 第２１号ロ Ｃ－６ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり３．４トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：９１０キログラム、
硫酸：３．１キログラム

水：１９４，４００キログラ
ム、硫酸：４．３キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．９１

最大 １．５３

通常 １９４

最大 ３２７

� 第２１号ロ Ｃ－７ｍ／ｃ表面処理装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ― １日当たり５．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

水：１６３キログラム、
硫酸：９キログラム

水：２５９，２００キログラ
ム、硫酸：６．６キログ
ラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．４

最大 １．２

通常 ３

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 １０

通常 ５

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１７

最大 ０．２２

通常 ２５９

最大 ３３４

� 第２１号ハ エチレングリコール回収設備

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法
外径３，１８８ミリメー
トル
高さ６，９４２ミリメー
トル

外径３，１８８ミリメー
トル
高さ６，７１２ミリメー
トル

特定施設の使用時間間隔 １箇月につき２７日 １箇月につき１５日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
７．２
最大
７．５

通常
６．５
最大
７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
９，７００
最大
１１，２００

通常
５
最大
１０

通常 ９，７００

最大 １２，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１
最大
５

通常
１
最大
５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１８
最大
２０

通常
３，０００
最大
３，０００

通常 １８

最大 ２６

� 第２１号ハ テトラヒドロフラン、ブタンジオール回収設備

変 更 前 変 更 後

特定施設の使用時間間隔 １箇月につき１６日
テトラヒドロフラン
：連続
ブタンジオール：１
箇月につき２０日

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

テトラヒドロフラン
：２４時間
ブタンジオール：１６
時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
７．２
最大
７．５

通常
６．５
最大
７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
４，７００
最大
５，０００

通常
５
最大
１０

通常 ４，７００

最大 ５，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１
最大
５

通常
１
最大
５

通常 １

最大 ５
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窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１８
最大
２０

通常
３，０００
最大
３，０００

通常 ２７．７

最大 ３０．３

� 第２１号ハ ジメチルスルホキシド回収設備

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり５５トン
脱水処理量：１日当
たり７１３立方メートル
精留処理量：１日当
たり１８４立方メートル

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

苛性ソーダ：６０キロ
グラム

苛性ソーダ：７５キロ
グラム

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
７．０
最大
８．０

通常
８．０
最大
８．５

通常 ６～８

最大 ８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１０
最大
１５

通常
１５
最大
２０

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１
最大
５

通常
１
最大
５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 ５．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
７００
最大
７００

通常
６，７００
最大
６，７００

通常 ８，１１７

最大 ９，５５６

� 第２１号ハ アクリロニトリル回収設備

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 型 式 回収塔 多段式（精留）

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４０トン
モノマー回収処理量
：１日当たり２８８立方
メートル

原材料の種類及び１日当たり
の使用量 アクルロニトリル アクリロニトリル、

アクリル酸メチル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
８．５
最大
１０．０

通常
６．５
最大
７．５

通常 －

最大 －

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１５
最大
１５０

通常
１
最大
５

通常 －

最大 －

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５
最大
４０

通常
１
最大
５

通常 －

最大 －

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 －

最大 －

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 －

最大 －

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
０
最大
０

通常
５００
最大
５００

通常 －

最大 －

� 第２１号ハ Ｒ－１設備（ジメチルスルホキシド回収装置）

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～８

最大 ７～８

通常 ７～１１

最大 ７～１１

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３７

最大 ３７

通常 ３７

最大 ６５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ２３

通常 ２３

最大 ２３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４８．７

最大 ４８．７

通常 ４９

最大 ６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９３

最大 ２９５

通常 ２９３

最大 ３５１

� 第２１号ハ ＢＬ回収設備

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１５．５立方
メートル

１日当たり６．９立方
メートル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３～４

最大 ３～４

通常 ６．５

最大 ６．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７，２５０

最大 ９，０７０

通常 ３５

最大 ３５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １

通常 ０．１

最大 ０．１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，７６０

最大 ２，２１０

通常 ５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

通常 １

最大 ３
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汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１

最大 １４

通常 ４２

最大 ４２

� 第３３号イ №１系列エステル缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１０．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

テレフタル酸：６．１ト
ン
エチレングリコール、
ブタンジオール：２．
７トン

テレフタル酸：６．５ト
ン
ブタンジオール：５．
５トン

特定施設の使用時間間隔 ６時間 ４．２５時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．２

最大 ７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，０００

最大 ４，０００

通常 ２，０００

最大 ４，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．４

最大 ２．４

通常 ２．１

最大 ２．１

� 第３３号イ №２、３、４、５、６、７系列エステル缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１１．８トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

テレフタル酸：６．１ト
ン
エチレングリコール、
ブタンジオール：２．
７トン

テレフタル酸：８．９ト
ン
ブタンジオール：５．
９トン

特定施設の使用時間間隔 ６時間 ４．２５時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．２

最大 ７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，０００

最大 ４，０００

通常 ２，０００

最大 ４，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．４

最大 ２．４

通常 ２．４

最大 ２．４

� 第３３号イ №１３、１４、１５系列エステル缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１６．６トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

テレフタル酸ジメチ
ル：８．０トン
エチレングリコール
：４．０トン

テレフタル酸：１４．３
トン
エチレングリコール
：６．７トン

特定施設の使用時間間隔 ６時間 ４時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２０

通常 ２，０００

最大 ４，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３０

最大 ２３０

通常 ３．２

最大 ３．２

� 第３３号イ №１１、１２、１２Ｂ、１５Ｂ、１６、１７系列エステル缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１６．６トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

テレフタル酸、テレ
フタル酸ジメチル：
７．０トン
エチレングリコール
：３．１トン

テレフタル酸：１４．３
トン
エチレングリコール
：６．７トン

特定施設の使用時間間隔 ６時間 ４時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．２

最大 ７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２，０００

最大 ４，０００

通常 ２，０００

最大 ４，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

通常 １

最大 ５
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窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．４

最大 ２．４

通常 ３．２

最大 ３．２

� 第３３号イ №１系列重合缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１０．１トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

ポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチ
レンテレフタレート
：８トン

ポリブチレンテレフ
タレート：１０トン

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
６．５
最大
７．７

通常
６．５
最大
７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
３，１６０
最大
３，４５０

通常
１０
最大
２０

通常 ３，１６０

最大 ３，４５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５
最大
５

通常
１
最大
５

通常 ５

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
５
最大
６

通常
９４０
最大
１，１００

通常 ８

最大 ９

� 第３３号イ №２、３、４、５、６、７系列重合缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１１．８トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

ポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチ
レンテレフタレート
：８トン

ポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチ
レンテレフタレート
：１６．５トン

特定施設の使用時間間隔 ６時間 ４時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
６．５
最大
７．７

通常
６．５
最大
７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
３，１６０
最大
３，４５０

通常
１０
最大
２０

通常 ４，８００

最大 ５，３００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５
最大
５

通常
１
最大
５

通常 ５

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
５
最大
６

通常
９４０
最大
１，１００

通常 ９

最大 １１

� 第３３号イ №１１、１２、１２Ｂ、１３、１４、１５、１５Ｂ、１６、１７系列

重合缶

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８トン １日当たり１６．６トン

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

ポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチ
レンテレフタレート
：８トン

ポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチ
レンテレフタレート
：１６．５トン

特定施設の使用時間間隔 ６時間 ４時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

合繊排水 中性排水

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常
６．５
最大
７．７

通常
６．５
最大
７．５

通常 ６～８

最大 ８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
３，１６０
最大
３，４５０

通常
１０
最大
２０

通常 ４，８００

最大 ５，３００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５
最大
５

通常
１
最大
５

通常 ５

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
－
最大
－

通常
－
最大
－

通常 １．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
５
最大
６

通常
９４０
最大
１，１００

通常 ９

最大 １１

� 第６４号の２イ 沈殿施設

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

苛性ソーダ：１００リッ
トル、ポリ塩化アル
ミニウム：２００リット
ル、ダイヤクリア：
０．１リットル

ポリ塩化アルミニウ
ム：１５０リットル、ダ
イヤクリア：０．１リッ
トル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ７．０

通常 ７．０

最大 ７．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 １００

通常 １５２

最大 １５６
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浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，５００

通常 １，０００

最大 １，５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ０．８

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １３０

通常 １０

最大 １５

� 第６４号の２ロ ろ過施設（サイフォン式ろ過施設）

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５

最大 ７．０

通常 ７．５

最大 ７．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２５

最大 ５０

通常 １０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ５００

通常 １５０

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

通常 ０．８

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １００

通常 ２００

最大 ３０５

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� 東地区ＡＳＭ処理施設

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
６．０～９．０
最大

５．０～１１．０

通常
６．０～８．５
最大

５．０～９．０

通常
６．０～９．０
最大

５．０～１１．０

通常
６．０～８．５
最大

５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
７８０
最大
８４０

通常
１５５
最大
１６５

通常
７８０
最大
８４０

通常
１５５
最大
１６５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
８０
最大
１３５

通常
６３
最大
１００

通常
８０
最大
１３５

通常
６３
最大
１００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１４５
最大
６２０

通常
３０
最大
１２５

通常
１４５
最大
６２０

通常
３０
最大
１２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１５
最大
５０

通常
５
最大
１５

通常
１５
最大
５０

通常
５
最大
１５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
９４３
最大
１，２８３

通常
９４３
最大
１，２８３

通常
１，８７８
最大
２，０００

通常
１，８７８
最大
２，０００

� 西地区回収留出液排水処理設備

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
７．０～８．０
最大

７．０～８．０

通常
６．０～８．７
最大

６．０～８．７

通常
７．０～１１．０
最大

７．０～１１．０

通常
６．０～８．７
最大

６．０～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
３７
最大
３７

通常
２０
最大
２０

通常
３７
最大
６５

通常
２０
最大
２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２３
最大
２３

通常
１８
最大
２０

通常
２３
最大
２３

通常
１８
最大
２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４９
最大
４９

通常
４９
最大
４９

通常
４９
最大
６０

通常
４９
最大
４９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５
最大
５

通常
３．２
最大
５

通常
５
最大
５

通常
３．２
最大
５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２９３
最大
２９５

通常
２９３
最大
２９５

通常
２９３
最大
３５１

通常
２９３
最大
３５１

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 第１排水口

汚水等の汚

染状態の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．５～８．７

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．４

最大 １５

通常 １０．６

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２１

通常 １０

最大 ２１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．８

最大 ２０

通常 ５．７

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９

最大 ３

通常 ０．８７

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９８，５５２

最大 １３０，４４９

通常 ９８，５５２

最大 １３０，４４９

� 第２排水口

汚水等の汚

染状態の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．０～８．６

通常 ６．０～８．７

最大 ６．０～８．７

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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�愛媛県告示第７４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年１月１３日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．３

最大 ６

通常 ４．１

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ４．８

通常 １．０

最大 ４．８

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．８

最大 ２０

通常 ５．０

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

通常 ０．６１

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０，０００

最大 ３８，０００

通常 ３０，０００

最大 ３８，０００

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第５１号

平成２０年１２月２５日
東温市下林字森ノ木甲１４８７番７

松山市愛光町３番３号コーポ松山１３５号

原 田 誠 二

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
北宇和郡鬼北町大字上鍵山２３０番地先から

同町上鍵山２２６番地先まで

旧 ８．０～３７．４ ０．０５４

新 ２５．０～３９．２ ０．０５４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
北宇和郡鬼北町大字上鍵山２３０番地先から

同町上鍵山２２６番地先まで
平成２１年１月１３日

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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選挙管理委員会告示

�愛媛県告示第７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月１３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県選挙管理委員会告示第２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

１ 法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主たる事務所の所在地 公職の種類 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

自由民主党愛媛県第三選挙区支部 白 石 徹 村 角 利 明 新居浜市久保田町三丁目９－２７ 衆議院議員 平成２０年１０月２３日 政党の支部

２ 国会議員関係政治団体以外の政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

稲本たかとし後援会 藤 友 光 安 大 本 茂 樹 喜多郡内子町内子１９１３ 平成２０年１０月２日

土居計彦後援会 土 居 計 彦 松 田 政 留 越智郡上島町弓削上弓削４８２ 平成２０年１０月６日

阪本寿明後援会 山 下 惠太郎 大 谷 日出夫 北宇和郡松野町大字松丸２５８ 平成２０年１０月２３日

甲岡秀文後援会 松 本 幾 馬 甲 岡 正 男 北宇和郡鬼北町大字小西野 ３々４５ 平成２０年１０月３１日

野間ゆうぞう後援会 楠 橋 康 弘 矢 野 一 明 今治市本町一丁目２－２０ 平成２０年１１月４日

明日の今治を変える市民の会 鳥 井 洋 長 井 一 明 今治市四村１０３－５ 平成２０年１１月５日

吉井けいすけ後援会 河 野 義 光 渡 辺 一 夫 今治市高市甲５２３－３ 平成２０年１１月１８日

浦田賢三後援会 宇都宮 宗 六 浦 田 征 雄 北宇和郡鬼北町大字近永５８４－１ 平成２０年１１月２０日

有友正本後援会 城 戸 正 紀 都 築 廣 一 大洲市東大洲２８８－１ 平成２０年１１月２８日

公平・公正な大洲市政を実現する会 城 戸 正 紀 都 築 廣 一 大洲市東大洲２８８－１ 平成２０年１１月２８日

どいみちこ後援会 川 村 真 三 土 居 隆 一 伊予郡砥部町岩谷口４３０ 平成２０年１２月２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 串内子線 大洲市喜多山丙５８５番４

旧 ３．０～６．０ ０．１６１

新 １２．２～１９．８ ０．１６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串内子線 大洲市喜多山丙５８５番４ 平成２１年１月１３日

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

滝野志後援会 石 丸 年 雄 玉 井 照 三 上浮穴郡久万高原町上野尻乙１９２－１ 平成２０年１２月５日

越智けいじ後援会 木 村 光 明 越 智 昭南男 今治市本町三丁目１－１ 平成２０年１２月１２日

越智忍後援会 山 本 英 正 山 本 静 秋 今治市大西町脇甲５２０ 平成２０年１２月１５日

栗林政伸後援会 栗 林 政 伸 栗 林 瑠美子 伊予郡砥部町宮内５８３ 平成２０年１２月１８日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

自由民主党愛媛県第四選
挙区支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１０月２日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

木村ほまれ後援会 主たる事務所の所在地 松山市小栗一丁目３－３０ 松山市小栗五丁目５－３９ 平成２０年１０月２日

公風会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１０月２日

（公職の候補者の氏名） 山 本 公 一

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

ルネサス西条社会活動委
員会 代 表 者 木 山 豊 繁 山 口 擴 平成２０年１０月２日

山本公一後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１０月３日

（公職の候補者の氏名） 山 本 公 一

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

西坂まこと後援会 代 表 者 木 山 豊 繁 山 口 擴 平成２０年１０月６日

岡武男後援会 主たる事務所の所在地 北宇和郡松野町大字吉野２２７ 北宇和郡松野町大字松丸４６７ 平成２０年１０月８日

永江孝子後援会 主たる事務所の所在地 松山市大街道一丁目５－２ 松山市喜与町一丁目５－４ 平成２０年１０月８日

中島ひろし後援会 代 表 者 相 原 利 雄 村 上 岩 雄 平成２０年１０月８日

民主党愛媛県第１区総支
部 主たる事務所の所在地 松山市大街道一丁目５－２ 松山市喜与町一丁目５－４ 平成２０年１０月１０日 政党の支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

安藤まさやす後援会 会 計 責 任 者 � 木 道 明 藤 野 潤 平成２０年１０月１０日

桜内ふみき後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１０月１５日

（公職の候補者の氏名） 桜 内 文 城

愛 媛 県 報平成２１年１月１３日 第２０３０号
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（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

梅雪会 代 表 者 梅 崎 美津子 梅 崎 雪 男 平成２０年１０月１５日

正精会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１０月１６日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 白 石 徹

衆議院議員

自由民主党宇和町支部 主たる事務所の所在地 西予市宇和町常定寺４６１ 西予市宇和町卯之町二丁目３１１ 平成２０年１０月１７日 政党の支部

代 表 者 大 竹 忠 盛 田 中 剛

会 計 責 任 者 兵 頭 績 藤 井 朝 廣

正精会 主たる事務所の所在地 新居浜市久保田町三丁目９－２７ 新居浜市久保田町三丁目９－２５ 平成２０年１０月１７日

白石とおる後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市久保田町三丁目９－２７ 新居浜市久保田町三丁目９－２５ 平成２０年１０月２１日

ひのけいクラブ 会 計 責 任 者 神 森 忠 興 大矢野 幸 雄 平成２０年１０月２１日

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 日 野 啓 佑

参議院議員

民主党愛媛県第４区総支
部 主たる事務所の所在地 八幡浜市１２８０－２ 八幡浜市１５５７－１ 平成２０年１０月２２日 政党の支部

会 計 責 任 者 高 山 直 樹 岩 本 清 明

政治結社学塾 代 表 者 水 野 伸 治 桜 木 誠 一 平成２０年１０月２２日

高橋英吾後援会 会 計 責 任 者 谷 口 仁 志 岩 本 清 明 平成２０年１０月２２日

高橋英行後援会 主たる事務所の所在地 八幡浜市１２８０－２ 八幡浜市１５５７－１ 平成２０年１０月２２日

会 計 責 任 者 高 山 直 樹 岩 本 清 明

自由民主党愛媛県衆議院
選挙区支部 名 称 自由民主党愛媛県衆議院選挙区支

部 自由民主党愛媛県第三選挙区支部 平成２０年１０月２３日 政党の支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

民主党愛媛県総支部連合
会 主たる事務所の所在地 松山市大手町一丁目１－６ 松山市大手町二丁目９－１４ 平成２０年１０月２７日 政党の支部

大平弘子後援会 主たる事務所の所在地 伊予郡砥部町千足１１７ 伊予郡砥部町高市１３１８ 平成２０年１０月２８日
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岡武男後援会 主たる事務所の所在地 北宇和郡松野町大字吉野５６４ 北宇和郡松野町大字吉野２２７ 平成２０年１０月２９日

皇道塾 主たる事務所の所在地 今治市枝堀町二丁目３－１４ 今治市北日吉町一丁目１１－５ 平成２０年１１月５日

会 計 責 任 者 北 川 統 之 徳 永 宏 明

友近聡朗後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１１月６日

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 友 近 聡 朗

参議院議員

自由民主党愛媛県防衛協
賛支部 主たる事務所の所在地 松山市湯の山４－３－１８ 松山市平井町甲３０６３－５ 平成２０年１１月７日 政党の支部

自由民主党大三島支部 主たる事務所の所在地 今治市大三島町宗方６２０ 今治市大三島町宗方２７２７ 平成２０年１１月７日 政党の支部

代 表 者 佐々木 幸 也 奥 本 忠 孝

会 計 責 任 者 村 上 恭 雄 立 花 修

岡田勝利後援会 代 表 者 織 田 利 鬼 重 松 利 一 平成２０年１１月７日

今治をほっとけない市民
の会 名 称 今治をほっとけない市民の会 明日の今治を変える市民の会 平成２０年１１月１３日

楠学後援会 代 表 者 越 智 孝 治 真 木 茂 男 平成２０年１１月２１日

こだま千春後援会 代 表 者 和 田 正 壽 越 智 理 雄 平成２０年１１月２５日

自由民主党いよてつ�島
屋支部 会 計 責 任 者 重 藤 繁 樹 三 好 俊 一 平成２０年１２月２日 政党の支部

自由民主党八幡浜支部 主たる事務所の所在地 八幡浜市大黒町３－３ 八幡浜市１１３２－６ 平成２０年１２月２日 政党の支部

代 表 者 山 本 儀 夫 宮 本 明 裕

民主党愛媛県第１区総支
部 主たる事務所の所在地 松山市大手町一丁目１０－８ 松山市大街道一丁目５－２ 平成２０年１２月１０日 政党の支部

民主党愛媛県第４区総支
部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１０日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

高橋英行後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１０日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 高 橋 英 行

衆議院議員

永江孝子後援会 主たる事務所の所在地 松山市大手町一丁目１０－８ 松山市大街道一丁目５－２ 平成２０年１２月１０日

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体
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（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 永 江 孝 子

衆議院議員

自由民主党愛媛県果樹政
治連盟支部 会 計 責 任 者 小 越 慎 介 矢 野 清 平成２０年１２月１２日 政党の支部

民主党愛媛県第３区総支
部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１２日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

愛媛県果樹政治連盟 会 計 責 任 者 小 越 慎 介 矢 野 清 平成２０年１２月１２日

岡平知子後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１２日

（公職の候補者の氏名） 岡 平 知 子

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

白石洋一後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１２日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 白 石 洋 一

衆議院議員

自由民主党愛媛県松山市
第二十支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１５日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

関谷たいら後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１５日

（公職の候補者の氏名） 関 谷 水

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

若江進を育てる会 主たる事務所の所在地 松山市三津三丁目９－１８ 松山市梅田町４－６２ 平成２０年１２月１５日

自由民主党愛媛県参議院
選挙区第三支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１７日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

自由民主党小田支部 会 計 責 任 者 林 博 西 岡 基 平成２０年１２月１７日 政党の支部

翔友会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１７日

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 山 本 順 三

参議院議員
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

新 社 会 党 愛 媛 県 本 部 真 鍋 知 巳 平成２０年４月３０日

浅 野 や す よ し 後 援 会 浅 野 泰 義 平成２０年７月１日

玉 水 と し き よ 後 援 会 小 田 慶 孝 平成２０年９月３０日

寺 尾 信 幸 後 援 会 寺 尾 信 幸 平成２０年９月３０日

今治に新しい潮流をつくる会 越 智 浩 平成２０年１０月１日

梅 崎 雪 男 後 援 会 石 水 伴 清 平成２０年１０月６日

梅 雪 会 梅 崎 美津子 平成２０年１０月６日

元 気 新 居 浜 を つ く る 会 小 野 晋 也 平成２０年１０月２２日

自由民主党愛媛県新居浜市第三支部 白 石 徹 平成２０年１０月２４日

山本順三後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月１７日

（公職の候補者の氏名） 山 本 順 三

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

自由民主党愛媛県第一選
挙区支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月２４日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

自由民主党愛媛県第二選
挙区支部

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体とみなされ
る政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月２４日 政党の支部

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

信誠会四国中央支部 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体かつ法第１９
条の７第１項第２号に係る国会議
員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月２４日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類） 村 上 誠一郎

衆議院議員

信誠会東予支部 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第１号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月２４日

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

長橋じゅんじ後援会 主たる事務所の所在地 今治市矢田甲９８－１ 今治市別宮町一丁目３－１ 平成２０年１２月２４日

村上誠一郎後援会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月２４日

（公職の候補者の氏名） 村 上 誠一郎

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員

明恭会 国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係る
国会議員関係政治団体

国会議員関係政治団体以外の政治
団体 平成２０年１２月２５日

（公職の候補者の氏名） 塩 崎 恭 久

（ 公 職 の 種 類 ） 衆議院議員
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�愛媛県選挙管理委員会告示第５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体の解散等の届出があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２１年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

皇 道 塾 藤 坂 勇 樹 平成２０年１０月２４日

河 野 作 生 後 援 会 村 上 博 平成２０年１１月３０日

玄 翁 光 雄 後 援 会 玄 翁 光 雄 平成２０年１２月１日

公 明 党 え ひ め 後 援 会 田 口 浩 平成２０年１２月１日

河 野 義 光 後 援 会 河 野 義 光 平成２０年１２月１０日

自 由 民 主 党 大 西 支 部 近 藤 完 治 平成２０年１２月１５日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名

資金管理団体でな
くなった旨の届出
年月日

備 考

（故）梅崎雪男 衆議院議員 梅雪会 東温市北方甲３１８２ （故）梅崎雪男 平成２０年１０月１５日

資金管理団
体の届出を
した者の死
亡に伴う届
出である。

寺 尾 信 幸 新居浜市議会議員 寺尾信幸後援会 新居浜市西の土居町二丁目７－３ 寺 尾 信 幸 平成２０年１０月２４日

玄 翁 光 雄 四国中央市議会議員 玄翁光雄後援会 四国中央市川滝町領家１３５３ 玄 翁 光 雄 平成２０年１２月２日

河 野 義 光 今治市議会議員 河野義光後援会 今治市美保町三丁目１－８ 河 野 義 光 平成２０年１２月２５日

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

木村ほまれ後援会 主たる事務所の所在地 松山市小栗一丁目３－３０ 松山市小栗五丁目５－３９ 平成２０年１０月３日

正精会 公 職 の 種 類 衆議院議員 愛媛県議会議員 平成２０年１０月１６日

正精会 主たる事務所の所在地 新居浜市久保田町三丁目９－２７ 新居浜市久保田町三丁目９－２５ 平成２０年１０月２０日

永江孝子後援会 主たる事務所の所在地 松山市大街道一丁目５－２ 松山市喜与町一丁目５－４ 平成２０年１０月２２日

永江孝子後援会 主たる事務所の所在地 松山市大手町一丁目１０－８ 松山市大街道一丁目５－２ 平成２０年１２月１５日

高橋英行後援会 主たる事務所の所在地 八幡浜市１２８０－２ 八幡浜市１５５７－１ 平成２０年１２月１９日

平成２１年１月１３日 発行
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